
参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援（福島復興対策）事業交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載する。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

0240－38－2116 syoukou@vill.kawauchi.lg.jp
担当課 電話番号

産業振興課（商工観光係） 0240-38-2112

計　画　主　体　名 計　画　期　間

川内村
か わ う ち む ら

令和7年度～令和11年度

mailto:syoukou@vill.kawauchi.lg.jp
mailto:syoukou@vill.kawauchi.lg.jp
mailto:syoukou@vill.kawauchi.lg.jp


（交付対象事業別概要）

Ⅰ　福島被災地域の復興・再生に関する目標と交付対象事業の関連性

422,000 327,910 245,933

【記入要領】
・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。
・事業メニューには、農山漁村活性化プロジェクト支援（福島復興対策）事業の取扱いについて（平成26年２月28日付け25農振第2075号農林水産省農村振興局長通知。以下、「事業の取扱い」という。）の別表の１の事業メニュー名を記入すること。
・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。
・事業内容は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。
・事業規模は、施設毎の棟数と床面積、農道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。
・実施期間は、再生加速化事業計画に記載する計画期間のうち、事業を実施する期間を記載すること。
・再生加速化に関する目標との関連性は、目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。
・交付限度額は、福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１（３）交付額に基づいて、算出した額。
【添付資料】
　（別添）融資主体型支援助成対象者調書

事業メニュー名

㊶地域資源活用総合交流促進施設

全体事業費
（千円）

152,670

地区名

川内村

㉖農林水産物処理加工施設

木造平屋建１棟（約155㎡）
及び駐車場整備（進入路含む）
　　　　　　　　　（約1,500㎡）

実施設計 ： 1式
地質調査 ： 1式
施設整備 (駐車場、進入路含) ： 1式

令和7年度
～

令和8年度

0.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

269,330

交付対象事業費
（千円）

58,580

201,998

基本
国費率

0.5

交付限度額
（千円）

43,935

福島被災地域の復興・再生に関する目標との関連性

　村内地域農業者は、震災原発事故による避難により子どもや若い子育て世代（後継
者や担い手世代）の帰村率が低いこともあり、人口減少や高齢化が進んでおり、、営農
の再開率は震災前６割までの回復に留まっていることから、「ワイナリー」を核とした賑
わいの創出により、後継者や担い手の帰村や新たな移住・定住者の増加を促し、川内
村の農業の再開を計る。

川内地区

269,330

事業規模等

　農作業後等の休憩・ワインのティ
スティングを兼ねた交流スペース及
び地域農産物販売施設・貯蔵庫を
兼ねた総合交流促進施設

事業内容 実施期間

令和7年度
～

令和8年度

木造平屋建１棟（約152㎡）
及び駐車場整備（進入路含む）
　　　　　　　　　（約1,500㎡）

実施設計 ： 1式
地質調査 ： 1式
施設整備 (駐車場、進入路含) ： 1式

川内地区

事業実施主体

川内村



○○地区活性化計画（○○県○○市町村）

NO

１　助成対象者の概要

　１農林漁業者等の組織する団体
  　①農業生産法人 ②農事組合法人 ③その他
　２参入法人

（注）該当する経営体の□にチェックを入れること。

２　整備内容等

NO

1

2

3

３　資金調達計画

1

2

3

計

（注）整備施設を融資のための担保に供する場合は、□にチェックを入れること。

４　追加的信用供与支援の活用計画

追加的信用供与支援の活用を希望する 追加的信用供与支援の活用を希望する
追加的信用供与支援の活用を希望しない 追加的信用供与支援の活用を希望しない

（注）いずれかの□にチェックを入れること。なお、機関保証利用の有無については、融資機関及び農業信用基金協会の
　　　審査によって希望に添えない場合があることに留意すること。

（別添） 融資主体型支援助成対象者調書

助成対象者名 住　　　　　　所 代表者名

整備内容
（機械施設名、規模、台数等）

実施
年度

着工（契約）
予定年月日

竣工予定年月日 農業機械の保管住所、施設の設置住所

NO
事業費(円)

Ａ

資金調達計画（円） 助成率
（%)
B/A

融資率
(%)
C/A

担　保
措置の
有　無

備　考
（助成限度率等）助 成 金

Ｂ
融　資
Ｃ

自己資金 その他

借入予定　　平成　　年　　月　　日 借入予定　　平成　　年　　月　　日

項　　　　　　　目
資金調達のうち融資の概要

融  資 ① 融  資 ②

金 融 機 関 名

農業信用基金協会に
よる機関保証の利用

融  　資 　 名

融資金額（円）

償  還  年  数

融資審査の進捗状況



Ⅱ　農山漁村活性化プロジェクト支援（福島復興対策）事業年度別事業実施計画

全
体

交 付 対 象
事 業 費

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

円 円 円 円 円 円

事業別内容 内訳 R7 福島 川内村 川内村 川内地区 1 1 1 41
地域資源活用交
流促進施設

17
木造平屋建1棟（約155㎡）及び駐車場（進
入路含む）整備（約1,500㎡）
実施設計：1式
施設整備：1式

R7～R8 川内村 152,670,000 1/2 44,906,500 44,906,500 33,679,875 0 0 0

R7 福島 川内村 川内村 川内地区 1 1 1 26
農林水産物処理
加工施設

12
木造平屋建1棟（約152㎡）及び駐車場（進
入路含む）整備（約1,500㎡）
実施設計：1式
施設整備：1式

R7～R8 川内村 269,330,000 1/2 269,330,000 269,330,000 201,997,500 0 0 0

合計（Ｆ） R7～R8 422,000,000 314,236,500 235,677,375 0 0 0

①事業費計（＝（Ｆ）） 422,000,000 314,236,500 235,677,375 0 0 0

②市町村等附帯事務費 0 0 0 0 0 0

③都道府県附帯事務費 0 0 0 0 0 0

総合計（①＋②＋③） 422,000,000 314,236,500 235,677,375 0 0 0

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費

市町村等附帯事務費

××県 事業費

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

計画の
提出年

度

都道府
県名

計画主体名 市 町 村 名 地区名

地域指定状況

実 施 期 間

計画期間
最終年度

全体事業費

前　年　度　ま　で

事 業 実 施
主 体

交 付 金 額
E

交 付 対 象
事 業 費

B

基本国費率
A

交 付 限 度 額
D ＝ Ａ × Ｂ
＋（CーA×B）×

1/2
(千円未満は切り
捨 て ） 全体事業費

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

事 業 メ ニ ュ ー 名
要 件 類 別
番 号

事 業 内 容 及 び
事 業 量

交付対象事
業費のうち、
福島県又は
避 難 指 示 ・
解除区域市
町村以外の
者が負担す
る額を減じた

額
C



事業内容及び
事　業　量

交 付 対 象
事 業 費

仕入れに係る
交 付 対 象
事 業 費

消費税相当額 全体事業費
交 付 対 象
事 業 費

交 付 金 額 全体事業費
交 付 対 象
事 業 費

交 付 金 額 全体事業費
交 付 対 象
事 業 費

交 付 金 額 全体事業費
交 付 対 象
事 業 費

交 付 金 額

円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

木造平屋建1棟（約155㎡）
及び駐車場（進入路含む）整
備（約1,500㎡）
実施設計：1式

7,976,000 7,976,000 7,976,000 0 0 0 5.2 7,976,000 含税額 7,976,000 7,976,000 7,976,000 144,694,000 36,930,500 36,930,500 144,694,000 36,930,500 36,930,500

木造平屋建1棟（約152㎡）
及び駐車場（進入路含む）整
備（約1,500㎡）
実施設計：1式

19,255,000 19,255,000 19,255,000 0 0 0 7.1 19,255,000 含税額 19,255,000 19,255,000 19,255,000 250,075,000 250,075,000 250,075,000 250,075,000 250,075,000 250,075,000

27,231,000 27,231,000 27,231,000 0 0 0 12.3 27,231,000 0 27,231,000 27,231,000 27,231,000 394,769,000 287,005,500 287,005,500 394,769,000 287,005,500 287,005,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0

27,231,000 27,231,000 27,231,000 0 0 0 27,231,000 0 27,231,000 27,231,000 27,231,000 394,769,000 287,005,500 287,005,500 394,769,000 287,005,500 287,005,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

27,231,000 27,231,000 27,231,000 0 0 0 27,231,000 0 27,231,000 27,231,000 27,231,000 394,769,000 287,005,500 287,005,500 394,769,000 287,005,500 287,005,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交 付 金 額

令 和 8 年 度市 町 村 費

本　年　度 本年度までの累計

単年度交付限
度 額

D × F － E
（千円未 満は
切 り 捨 て ）

全体事業費

全体事業費

交 付
金 額

（千円未満
は 切 り 捨

て ）

備 考

そ の 他
本年度末
進 捗 率

F 交 付 対 象
事 業 費

令 和 9 年 度

翌年度以降（予定）

都 道 府 県
費 令 和 10 年 度 令 和 11 年 度全体事業費 交 付 金 額

翌 年 度 以 降
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